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• 2021年のサステナブルファイナンス総額
は、6月末時点で8,390億ドルとなり、
2020年の総発行額をすでに上回っている。

• グリーンボンドが総発行額の3分の1以上
を占める。

• サステナビリティ・リンク・ローンは
2018年から力強い成長を見せており、
2021年6月時点での総発行額は2,140億
ドルに達する。

• 新型コロナウイルスの影響で、ソーシャ
ルボンドの発行額が2020年、2021年に
急増している。

出所：BNEF

サステナブルファイナンスの成長と多様化
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香港のグリーン＆サステナブル債券市場 （2020年）

<Document Title - footer text>

香港で手配・発行されたグリーン債券の累計額は380億米ドルを
超える

単
位

：
10

億
米
ド
ル

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

中国本土 香港 日本 韓国

ドイツ シンガポール インド フィリピン アブダビ 英国

中国本土の発行体が2020年の
グリーン債券発行を牽引

2020年：企業による発行が
66％を占める

米ドルを中心とした
通貨構成

アブダビ0.8%
英国0.5%
シンガポール0.5%
オーストラリア0.6%

中国本土

60.3%

香港
25.9%

MDB 2.7%

インド3.8%
フィリピン3.0%

ドイツ1.8% MDB 2.7%
金融機関
29.9%

企業（不動産）

企業

（その他）
20.4%

企業
（エネルギー）

政策／開発銀行
1.8%

豪ドル1.0%

米ドル

香港ドル

中国人民元4.6%

ユーロ5.0%

全グラフの出所：HKMA。HKMAの手法による。

グリーン＆サステナブル・ファイナンスの交付スキーム

経路1 250万香港ドルまで

一般債券発行費
（例：手配、法務、監査、上場手数料など）

新規

グリーン＆サステナブル・ボンドを
初めて発行する者を対象とする

経路2

80万香港ドルまで

外部審査費

（例：グリーン＆サステナブル・ボンド／ローンのフレーム
ワーク開発、認証、セカンドパーティ・オピニオン、発行後の

レポートなど）

新規 リピーター

グリーン＆サステナブル・ボンドを初めて、
または再度発行する者およびローンの

借り手を対象とする

香港金融管理局
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スタンダードチャータードのサステナブルファイナンスの歩み

2000年 2002年 2004年 2006年 2008年 2010年 2012年 2014年 2016年 2018年 2019年

フィランソロピー CSR サステナビリティ サステナブルファイナンス

1997年 環境・社会
リスクマネジメントチーム
設立

HIVとの共生
プログラムを開始

「百聞は一見に如かず」

環境委員会・報告

企業責任委員会

カーボン・ディスクロージャー・
プロジェクト

責任・評判リスク委員会

クリントン・
グローバル・
イニシアチブ

14のポジション・
ステートメントを

発表

社会・環境方針
エクエーター
原則

ブランド価値委員会

ダウ・ジョーンズ・サステナ
ビリティ・インデックス

ファーストインパクト・レポート
（ インドネシア）

優れたブランドプロミス
の地点

ポジション・
ステートメント

の更新

アフリカ・インパクト・
レポート

サステナビリティの
抱負

東アフリカ・
インパクト・
レポート

サステナブルファイナンスチームの設立

2030年までに
石炭を廃止する
コミットメント

ポジション・ステー
トメントの更新

サステナビリティ方針を
開始

国連のグローバル・コンパクトに
署名

新しいコミュニティ戦略 Futuremakersのコミュニティ
戦略を開始

石炭への新規融資を停止

グリーンボンド原則に署名

気候債券イニシアチブ
に参加

TCFDの公的
承認

今後

世界情勢

国連のミレニアム開発
目標

グローバル・レポーティ
ング・イニシアチブ

京都議定書
モントリオール

議定書

国連の持続可能な
開発目標

パリ気候協定

国連のビジネスと人権に
関する指導原則

TCFD

EUサステナブルファイナンス・
アクションプラン

排出枠
コミットメント

2024年までに
再生可能エネ
ルギーに350億
米ドル、持続可
能インフラに

400億米ドルの
融資と、

2030年までに
ネットゼロを

目指す
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スタンダードチャータードのサステナブルファイナンス商品の提供

概要

• スタンダードチャータードでは、 ロンドン、 シンガポール、 香港、 ドバイ、 ナイロビにサステナブルファイナンスの専門チームを設置し、 さまざまな革新的ソリューションに取り
組んでいる。このチームでは、 ESG リスクの管理のほか、ポジティブ・インパクト・ファイナンスを推進するソリューションの構築と機会の発見において、当行の経験と専門知
識を結集している。

• 当行の「グリーン＆サステナブル・ファイナンス・フレームワーク」は、国連の持続可能な開発目標（SDGs）に位置付けられており、当行が組織として持続可能な活動とみなす

内容を記載している。これは、グリーンファイナンス、ソーシャルファイナンス、およびサステナブルファイナンスの原則に沿っているかを検証する独立した検証機関であるサ
ステイナリティクスから、セカンドパーティ・オピニオンを取得している。

商品群
ローン 債券 預金 ESG に関する助言

• グリーンローン：調達資金の使途をグリーン
分野に特定したもの

• サステナビリティ・リンク・ローン（SLL）：ESG
パフォーマンスに連動した価格設定

• トランジション・ローン：採取産業、化学工業、
運輸業など、温室効果ガス（GHG）集約型産
業に属するものの、GHGを削減するための
資金を必要とする企業が対象

• グリーンボンド：環境にプラスになる新規／既存のプロジェ
クトへの資金調達を可能にする

• ソーシャルボンド：調達資金を専らソーシャルプロジェクト
の資金に充当する

• サステナビリティボンド：ソーシャルとグリーンの要素を
組み合わせた債券

• トランジション・ボンド: 採取産業、化学工業、運輸業など、
温室効果ガス（GHG）集約型産業に属するものの、GHG
を削減するための資金を必要とする企業が対象

• サステナブル・デポジット：顧客が資金をサステナ
ブル資産*に充当できる預金

• 香港、ロンドン、ニューヨーク、シンガポールにおい
て、以下の通貨で予約可能
• 香港 :香港ドル、米ドル

• ロンドン、ニューヨーク：ユーロ、英ポンド、
米ドル

• シンガポール：シンガポールドル、米ドル

• SCは、以下のような主題にまたがる環境問

題、社会問題について顧客を支援するため
に、テーマ別かつ個別の助言を提供してい
る。
• ESG格付に関する助言
• ESG KPI ベンチマーキング
• 気候変動リスク
• フレームワーク作成

貿易金融 デリバティブ 排出量取引
• 顧客の貿易金融フローの支援において、調達資金の使途をサステナ

ブルな分野に特定したもの、または構造をサステナビリティに結び付
けたもの
• 輸出入信用状
• 保証
• サプライチェーン金融プログラム（業者の前払いなど）
• 売掛金サービス
• インボイスファイナンス

• 「調達資金の使途を特定した」ESGデリバティブ：ESGファイナンス
から生じる市場リスクをヘッジするためのデリバティブ

• ESGパフォーマンスに連動したデリバティブ：支払いとESGパフォーマ
ンスを連動させたデリバティブ

• 排出削減／炭素クレジットの
• 取引
• 金融
• 投資
について、顧客を支援する排出権取引商品

スタンダードチャータードは、 その精力的な事業展開のあらゆる場面でサステナブルファイナンスを支持している。当行は、革新的でサステナブルな解決策に
よって顧客の役に立つことができると確信している。

https://av.sc.com/corp-en/others/green-sustainable-product-framework.pdf
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ネットゼロ社会への
移行に対する融資

ゼロノミクス
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要約

企業においてネットゼロへの
取り組みはどれほど進んで
いるか？

自社がパリ協定の目的を完全に支持している
と答えた上級管理職は47％に過ぎない。

2020年 2030年 2050年

71％の企業が、2030年～2050年の間にネットゼロ
に向けて最も前進する計画を立てている。

ネットゼロへの移行を妨げるもの
は何か？

67％の企業が、資金不足がネットゼロ達成の
大きな障壁になっていると回答している。

上級管理職の78％

投資家の71％

上級管理職の78％と投資家の71％が、ネットゼロへの

移行において資本不足が最も顕著に生じるのは新興国
の炭素集約型セクターであると予想している。

ネットゼロ社会への障害を
どのように克服するか？

企業は、必要な資金の平均60％を社内から、
40％を社外から調達することを考えている。

81％の企業が、ネットゼロ移行に関する標準化

されたグローバルな測定・開示・評価のフレーム
ワークが、自社のネットゼロ移行を加速させるに
あたって重要であると考えている。
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照準：アジア

< > 文書タイトル：フッターのテキスト

北アジア
日本、韓国

署名社数は多いが、道のりは長い
北アジアの企業の10社中7社がパリ協定を支持
しており、世界平均の47％を大幅に上回っている。

しかし、北アジアの上級管理職の57％は、自社が
十分なスピードで移行していないと考えており、

この地域の企業はネットゼロに到達するために
最も高い水準の財政投資を必要としている。自社
の移行のためには高い水準の投資が必要だと
回答した上級管理職の割合は、全市場の60％に
対して77％に上る。

中華圏
中国本土、台湾、
香港

指導部の課題

調査対象となった民間企業のうち、中華圏の上級
管理職の50％は、自社が十分なスピードでネット
ゼロに移行していないと回答し、55％は自社が

移行するには高い水準の投資が必要であると
考えている。

中華圏の企業が直面している最大の障壁は、
指導部からの支援の欠如であり、72％の上級
管理職が指摘している。 移行に関するもう一つの
重大な課題は、88％の上級管理職によると、
CEOの在任期間が短いためにネットゼロへの

移行のような長期的な課題に取り組むことが
困難になっていることだという。



PUBLIC

9

富裕層投資家、サステナブル投資に高い関心を示す

背景 : スタンダードチャータードは先日、新興の富裕層（HNW）投資家2,000人のサステナブル投資に関する動向について明らかにした調査「サステナブル投資レビュー2021」を発表した。

• 81%の投資家がサステナブル投資に関心を示す（台湾では78%）：「稼ぎながら良い行いをする」という姿勢により、サステナブル投資への高い関心が寄せられている。

• 40%の投資家がサステナブル投資をするつもりだが、まだしていない（台湾では38%）：富をもって良い行いをするという責任感が、サステナブルな解決策に投資する意欲を高めている。

出所: https://www.sc.com/en/banking/banking-for-individuals/wealth-management/standard-chartered-sustainable-investing-review-2021/

の投資家がサステナブル
投資について知っている。

サステナブル投資は、一般に普及する転換点にある

普及サイクルの4段階

認知度 関心

の投資家がサステナブル投資
に関心を示しており、全く関心
がないのはわずか2％である。

意欲

の投資家はサステナブルな解決策に
投資していないが、将来投資すること
を考えている。5分の1（20％）の投資
家が、今後3年間に自身のポートフォリ
オの20％以上をサステナブルな解決
策に投資するつもりである。

普及

の投資家がすでにサステナブ
ル投資を行っている（2020年は
54％）。

2021年

全世界 中国本土 台湾 香港 シンガ
ポール

インド
アラブ

首長国連邦 英国

サステナブル投資につ
いて知っていますか？
「はい」と答えた割合

概して、サステナブル
投資にどの程度関心が
ありますか？
7段階のうち「5～7」の
割合

サステナブル投資を行
うつもりであるが、まだ
行っていない。

「あてはまる」、「とても
あてはまる」の合計の
割合

サステナブル投資に
投資したことがありま
すか？
「はい」と答えた割合

サステナブル投資を
行うことにどの程度
不安を感じますか？
7段階のうち「5～7」の
割合
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香港グリーンファイナンス協会（HKGFA）について

ミッション：香港および世界におけるグリーンファイナンスとサステナブル
投資の発展のために、官民のリソースと才能を結集する。

目標：香港を世界的なグリーンファイナンスの主要センターとして
位置付ける。

2021年9月時点で160以上の機関が加盟

8つの作業部会
 グリーン＆サステナブル・バンキング
 グリーンボンドと製品革新
 ESGの開示と統合
 方針研究
 グリーン＆サステナブル保険
 外部とのコラボレーション
 新規：グリーン＆サステナブル不動産
 新規：グリーン＆サステナブル・プライベート・エクイティ
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Disclaimer

Regulatory Disclosure:-
Banking activities may be carried out internationally by Standard Chartered Bank, its branches, representatives, any of its relevant holdings companies,
subsidiaries, related corporations and affiliates (collectively the “Standard Chartered Group”) in any jurisdiction according to local regulatory requirements. With
respect to any jurisdiction in which there is a Standard Chartered Group entity, this document is distributed in such jurisdiction by, and is attributable to, such local
Standard Chartered Group entity. Recipients in any jurisdiction should contact the local Standard Chartered Group entity in relation to any matters arising from,
or in connection with, this document. Not all products and services are provided by all Standard Chartered Group entities. For further information on our
regulatory disclosures and the financial standards we adhere to, please visit:- https://www.sc.com/en/regulatory-disclosures.
LIBOR Discontinuation:-
If you transact any financial products linked to an interbank offer rate (“IBOR”) such as LIBOR, or any synthetic rate that uses an IBOR in its calculation, there is
a risk that such IBOR may be discontinued prior to the maturity of the financial contract. There are ongoing consultations by different financial regulators and
industry groups to reform or replace certain IBOR rates, and the contractual fallbacks that will apply in the event of an IBOR discontinuation. When these
consultations are finalised, they could cause a positive or negative change in the value of existing financial contracts, and market participants may be required to
incorporate changes into existing financial contracts by way of amendment. In addition, there is no assurance that the changes will be applied consistently across
all financial products (such as loans and derivatives) so potential mismatches could occur. Please consult your own independent advisers to consider the
potential implications for financial contracts (including the transaction contemplated by this proposal) before you transact. For further information about LIBOR
and risks related to the use of benchmarks in loans and in debt securities, please see https://www.sc.com/en/banking/libor/ and
https://www.sc.com/en/banking/libor/risks-related-to-benchmarks/.
Subject Companies:-
Standard Chartered Group makes no representation or warranty of any kind, express, implied or statutory regarding this document or any information contained
or referred to in this document.
Country-Specific Disclosures: If you are receiving this document in any of the countries listed below, please note the following:
Australia: Standard Chartered Bank is the holder of an Australian Financial Services Licence (No: 246833). Australian counterparties should note that this
document was prepared for “wholesale clients” only within the meaning of section 761G of the Corporations Act 2001 (Cth) (Act) and the Corporations
Regulations. This document is not directed at persons who are “retail clients” as defined in the Act. Standard Chartered Bank (Hong Kong) Limited is exempt
from the requirement to hold an Australian financial services licence under the Corporations Act of Australia in respect of the financial services it
provides. Standard Chartered Bank (Hong Kong) Limited is regulated by the Hong Kong Securities and Futures Commission under the laws of Hong Kong, which
differ from Australian laws.
China: This document is being distributed in China by, and is attributable to, Standard Chartered Bank (China) Limited which is mainly regulated by China
Banking Regulatory Commission (CBRC), State Administration of Foreign Exchange (SAFE) and People’s Bank of China (PBoC).
Hong Kong: This document is being distributed in Hong Kong by, and is attributable to, Standard Chartered Bank (Hong Kong) Limited which is regulated by the
Hong Kong Monetary Authority.
India: This document is being distributed in India by Standard Chartered Bank (India) which is a scheduled commercial bank licensed by the Reserve Bank of
India (RBI) and holding registration as merchant banker with Securities and Exchange Board of India (SEBI).
Japan: This document is being distributed to the Specified Investors, as defined by the Financial Instruments and Exchange Law of Japan (FIEL), for information
only and not for the purpose of soliciting any Financial Instruments Transactions as defined by the FIEL or any Specified Deposits, etc. as defined by the Banking
Law of Japan.
Korea: This document is being distributed in Korea by, and is attributable to, Standard Chartered Securities Korea Limited which is regulated by the Financial
Supervisory Service.
Singapore: This document is being distributed in Singapore by Standard Chartered Bank (Singapore) Limited (UEN No.: 201224747C) only to Accredited
Investors, Expert Investors or Institutional Investors, as defined in the Securities and Futures Act, Chapter 289 of Singapore. Recipients in Singapore should
contact Standard Chartered Bank (Singapore) Limited in relation to any matters arising from, or in connection with, this document.
South Africa: Standard Chartered Bank is licensed as a Financial Services Provider in terms of Section 8 of the Financial Advisory and Intermediary Services
Act 37 of 2002. Standard Chartered Bank is a Registered Credit Provider in terms of the National Credit Act 34 of 2005 under registration number NCRCP4.
UAE (DIFC): Standard Chartered Bank, Dubai International Financial Centre (SCB DIFC) having its offices at Dubai International Financial Centre, Building 1,
Gate Precinct, P.O. Box 999, Dubai, UAE is a branch of Standard Chartered Bank and is regulated by the Dubai Financial Services Authority (“DFSA”). This
document is intended for use only by Professional Clients and is not directed at Retail Clients as defined by the DFSA Rulebook. In the DIFC, we are authorised
to provide financial services only to clients who qualify as Professional Clients and Market Counterparties and not to Retail Clients. As a Professional Client, you
will not be given the higher retail client protection and compensation rights and if you use your right to be classified as a Retail Client, we will be unable to provide
financial services and products to you as we do not hold the required license to undertake such activities. In respect of sukuk transactions, Standard Chartered
Bank is acting under the supervision of its Global Shariah Supervisory Committee. Relevant information on Standard Chartered Bank’s Global Shariah
Supervisory Committee is currently available on the Standard Chartered Bank website in the Islamic Banking section at
http://www.standardchartered.com/en/banking-services/islamic-banking/shariah-supervisory-committee.html.
United Kingdom: In the United Kingdom, Standard Chartered Bank is authorised by the Prudential Regulation Authority (“PRA”) and regulated by the Financial
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